
 

藤沢市木造住宅耐震診断補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第

１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）第６条第１項の規定により定

めた藤沢市耐震改修促進計画に基づき、当該建築物の所有者が実施する耐震

診断に要する費用に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、

藤沢市補助金交付規則（昭和３５年藤沢市規則第１１号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「耐震診断」とは、建築物について地震に対する安

全性を評価することで、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第１

項及び同法第２３条の規定による建築士が、「２０１２年改訂版 木造住宅

の耐震診断と補強方法」または、「２０２５年改訂版 木造住宅の耐震診断

と補強方法」（一般財団法人 日本建築防災協会／国土交通大臣指定耐震改

修支援センター発行）に記載されている「一般診断法」又は「精密診断法」

に基づいて木造住宅の調査及び診断を実施し、報告書を作成することをいう。 

 

（対象建築物） 

第３条 この要綱に基づき交付する補助金の交付の対象となる建築物（以下「対

象建築物」という。）は、次の各号に掲げる条件に適合するものとする。 

（１）平成１２年５月３１日以前に建築された住宅（２世帯住宅及び事務所又

は店舗を兼ねる住宅を含む。）であること。 

（２）地上の階数が２以下の木造の建築物で在来軸組構法により建築されてい

ること。 

 

（補助対象者） 

第４条 この要綱に基づく補助金の交付の対象となる者は、次の各号に掲げる

条件を満たす者とする。 

（１）対象建築物の所有者で市内に居住していること。 

（２）地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３章に規定するこの市の普通

税及び同法第４章第６節に規定する都市計画税を滞納していないこと。 

 

（補助金の額） 

第５条 この要綱に基づき交付する補助金の額は、耐震診断に要する費用の２

分の１に相当する額以内(その額が６０，０００円を超えるときは、６０，０

００円)とする。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数金額を切り

捨てた額とする。 

 

（交付の申請） 

第６条 この要綱に基づく補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」

という。）は、木造住宅耐震診断補助金交付申請書（第１号様式）に、次に

掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 



 

（１）マイナンバーカード、運転免許証又は国民健康保険被保険者証等、所有

者全員の住所を確認できる資料の写し 

（２）対象建築物に係る固定資産(家屋)評価証明書又は家屋に係る補助金交付

年度の納税通知書等、対象建築物の所有権を確認できる資料の写し 

（３）耐震診断に要する費用の見積書の写し 

（４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定等） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、そ

の適否を決定し、木造住宅耐震診断補助金交付等決定通知書(第２号様式)に

より、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定（以下「交付決定」という。）

をする場合において、必要があると認めるときは、当該決定に条件を付すこ

とができる。 

３ 補助金の交付は、一の対象建築物について１回に限るものとする。 

 

（耐震診断の実施） 

第８条 前条第１項に基づく補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」

という。）は耐震診断を行う者と耐震診断の実施に関する契約を速やかに締

結し、第２条に規定する耐震診断をその年度内に実施し、かつ、完了させな

ければならない。 

 

（内容の変更等） 

第９条 交付決定者は、交付決定を受けた内容に変更が生じるときは、速やか

に木造住宅耐震診断補助金交付変更申請書（第３号様式）を、市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書が提出された場合においては、内容を審査し、その

適否を決定し、木造住宅耐震診断補助金交付変更承認等決定通知書（第４号

様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

 

（診断等の中止等） 

第１０条 申請者は、交付決定を受ける前に交付の申請を取り下げる必要が生

じた場合は、木造住宅耐震診断補助金交付申請取下げ届（第５号の１様式）

を速やかに市長に提出しなければならない。 

２ 交付決定者は、交付決定を受けた後、耐震診断を中止する必要が生じた場

合は、木造住宅耐震診断中止届（第５号の２様式）を速やかに市長に提出し

なければならない。 

３ 前項の規定による木造住宅耐震診断中止届の提出があったときは、当該耐

震診断に係る申請は取り下げられたものとし、交付決定は取り消されたもの

とする。 

 

（事情変更による交付決定の取消し等） 

第１１条 市長は、第７条第１項の規定による補助金の交付決定をした場合に

おいて、その後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、当該補助金

の全部若しくは一部を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した

条件を変更することができる。 



 

 

（実績報告） 

第１２条 交付決定者は、耐震診断が完了したときは、速やかに木造住宅耐震

診断完了届（第６号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（１）耐震診断結果報告書の写し 

（２）木造の建築物であることがわかる調査写真 

（３）耐震診断に関する契約書の写し 

（４）耐震診断の契約に係る領収書の写し 

２ 前項の規定による木造住宅耐震診断完了届の提出があったときは、その報

告に係る耐震診断等が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合

するものであるか審査し、必要に応じて補助事業の完了検査を行うことがで

きる。 

 

（補助金の請求） 

第１３条 交付決定者は、前条に規定する木造住宅耐震診断完了届を提出後速

やかに、木造住宅耐震診断補助金請求書（第７号様式）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の木造住宅耐震診断補助金請求書が提出されたときは、補助

金を交付するものとする。 

 

（決定の取消し） 

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定

を取り消すことができる。 

（１）交付決定者が交付決定を受けた内容に関して不正、怠慢、虚偽その他不

正な行為をした場合 

（２）交付決定者が補助金の交付決定に附された条件に違反した場合 

 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、既

に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとす

る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成８年８月１日から施行する。 

削除 

（検討） 

２ 市長は、令和１０年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を

加え、その結果について必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

 この告示は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この告示は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



 

附 則 

 この要綱は、平成２６年５月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 


